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主 文

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は，原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求めた裁判

１ 請求の趣旨

( ) 被告は，原告Ａに対し，３７５７万８６３５円及びこれに対する平成１1

６年６月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を，原告Ｂに対し，

１８７８万９３１８円及びこれに対する平成１６年６月２６日から支払済み

まで年５分の割合による金員を，原告Ｃに対し，１８７８万９３１８円及び

これに対する平成１６年６月２６日から支払済みまで年５分の割合による金

員を，それぞれ支払え。

( ) 訴訟費用は，被告の負担とする。2

( ) 第１項につき仮執行宣言3

２ 請求の趣旨に対する答弁

( ) 原告らの請求をいずれも棄却する。1

( ) 訴訟費用は，原告らの負担とする。2

( ) 仮執行免脱宣言3

第２ 事案の概要

本件は，訴外Ｄが肺梗塞により死亡したのは，①被告がＤの病状を過呼吸症

候群等と誤信して，肺梗塞の治療をしなかったこと，③Ｄに対して血栓発生の

予防のため必要な指示，医学管理をしなかったこと，④昇圧剤の注射のみで適

切な処置を怠り，何らの救急措置をとらなかったことによるとして，Ｄの相続

人である原告らが，被告に対し，診療契約上の債務不履行又は不法行為に基づ

き，損害賠償（原告Ａが３７５７万８６３５円及びこれに対するＤが死亡した

平成１６年６月２６日から支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害
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金，原告Ｂ並びに原告Ｃがそれぞれ１８７８万９３１８円及びこれに対するＤ

が死亡した平成１６年６月２６日から支払済みまで民法所定年５分の割合によ

る遅延損害金）の支払を求める事案である。

１ 前提事実（証拠援用部分を除き，争いがない ）。

( ) 当事者1

ア Ｄは，昭和４０年３月１４日生まれの女性であり，平成１６年６月２６

日に死亡した（以下，特に断らない限り平成１６年中のことなので，年の

表記を省略する 。原告ＡはＤの夫，原告Ｂ及び原告Ｃは，いずれもＤの子）

である （甲Ｃ１）。

イ 被告は整形外科医院を経営する医師である（以下，被告が経営する医院

を「被告医院」という 。。）

( ) 事実経過2

ア ６月７日，Ｄは右下肢を痛め，同月８日，被告の診察を受けた。これに

より，Ｄと被告との間で，右下肢の治療を目的とする診療契約が成立した。

被告は，Ｄを診察した結果（右足間接レントゲン検査を実施 ，右アキレ）

ス腱断裂と診断し，Ｄに治療法を説明した上で，Ｄの選択により保存的治

療として，右膝上からの長いギプス固定を行った。

イ ６月１５日，２２日，Ｄは通院して被告の診察を受けた。

ウ ６月２５日午後５時１０分ころ，Ｄが被告医院に来院した。

エ 同日午後５時１５分ころから同３０分ころの間に，被告は，Ｄの従来の

ギプスを切割除去し，膝より足指まで足関節を軽度底屈位でギプス固定を

施行した。

オ ギプスを巻替えしてまもなく，Ｄが「具合が悪い」と訴えたため，被告

はＤをベッドに横臥させた。

カ 被告は，原告Ａに対して，Ｄの病状に関して「過呼吸症候群になったよ

うだ 」と説明した。。
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キ 同日午後６時１０分ころ，Ｄが腹痛を訴え始めた。そこで，被告はボス

ミン１ とセルシン１／２ の皮下注射を指示した。A A

ク 同２２分ころ，被告は救急車を要請した。

ケ 同２７分，被告医院に救急車が到着した。Ｄの腹痛は激しさを増し，救

急車到着時に意識不明の状態となり，急速に心肺停止に陥った。

コ 救急隊員が，直ちに気管内挿管，人工呼吸，心マッサージを開始し，仙

台市立病院救急救命センター（以下，仙台市立病院を「市立病院」といい，

市立病院救急救命センターを「救急救命センター」という ）に救急車で出。

発した。この救急車には，被告，被告医院の看護師，原告Ａの３名が同乗

した。救急隊員が救急車内で心マッサージを施行した。

サ 同５１分，救急救命センターに到着し，直ちに心肺蘇生術が開始され，

その後入院加療となった。

シ ６月２６日午前１１時２０分，Ｄの死亡が確認された。死亡診断書上の

直接死因は「肺梗塞疑い」である （甲Ａ１）。

２ 争点及び当事者の主張

( ) 被告の注意義務違反の有無（診断上の過失）1

（原告らの主張）

ア Ｄの死亡原因

(ア) 以下の事情からすれば，Ｄの死亡原因は肺血栓塞栓症（以下「肺塞

栓症」という。肺塞栓症の結果，肺組織に壊死が生じたものが肺梗塞で

ある ）であった。。

ａ 過換気症候群ではＰａＣＯ２（肺胞炭酸ガス分圧）が低下するとこ

ろ，ＤにはＰａＣＯ２の低下はなかった。

ｂ Ｄの心エコーにＤｓｉｇｎが認められた。これから①右心室の圧が

急激に高くなる病態が疑われ，②Ｄの急に過呼吸，低酸素血症からシ

ョック，心肺停止となる病態から，肺の血管が詰まり急激に肺から右
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心系の高血圧を招く肺塞栓症が疑われた。

ｃ 発症の経緯は，下肢ギプスをはずした直後のものである。

(イ) そして，死亡診断書上の直接死因は「肺梗塞疑い」となっているが，

肺塞栓の確定診断には①肺血管造影，②肺血流シンチグラフィー，③病

理解剖のいずれかが必要である。しかるところ，①，②の検査ができる

状態ではなく，③も行われなかった。そのため 「肺梗塞疑い」となって，

いるにすぎないのであって，実態が肺梗塞（肺塞栓症）であることは明

らかである。

イ 診断上の過失について

(ア) 被告はＤの症状から過呼吸症候群と診断しているが，上記のとおり，

Ｄは肺塞栓症であったのであるからその診断は誤りであった。

(イ) そして，以下に述べる状況からすれば，被告はＤの病状は肺塞栓症

と診断すべきであったし，少なくともその疑いを持つべきであった。

（一般的事情）

ａ 「肺血栓塞栓症／深部静脈血栓症（静脈血栓塞栓症）予防ガイドラ

イン （以下「本件ガイドライン」という ）の策定は１０月１日であ」 。

るが，この公表前から肺塞栓症の危険性が認識されていたことは明ら

かである。入院患者についてではあるが，４月の診療報酬改訂で肺血

栓塞栓症の予防管理料（以下「肺塞栓症予防管理料」という ）が新設。

されているほか，本件ガイドラインについての会告文面からも本件ガ

イドライン公表前から深部静脈血栓症／肺塞栓症が認知されていたこ

とが明らかである。

ｂ 下肢ギプス包帯固定を行った後に，静脈造影により診断される深部

静脈血栓症の発生率は約４～３０％であり，強い静脈血栓塞栓症の危

険因子とされている。

ｃ 肥満体型も肺塞栓症の強い危険因子である。
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ｄ 呼吸困難および腹痛が肺塞栓症で最も多くみられる自覚症状である。

（Ｄの状況）

ｅ Ｄは６月８日から同日２５日（発症の当日）までの１８日間，膝上

からの下肢ギプス包帯固定をしていた。そのギプスは角が当たるほど

にきつかったため，Ｄの足指先はむくみがひどく，強い圧迫感を訴え

ていた。

ｆ Ｄは身長１５２ｃｍ，体重７３ｋｇ，ＢＭＩ（身体質量指数）３１．

６の肥満体型である。

ｇ Ｄの症状は，呼吸困難（頻呼吸 ，胸痛・腹痛等であった。）

(ウ) また，たとえはじめ過換気症候群を疑ったとしても，３０分以上経

過しても軽減しないときは（ましてＤは症状がいっそう悪化し続け，胸

痛も訴えている ）他の状況からして肺塞栓症を疑うべきである。それに。

も関わらず，被告は過換気症候群の対処療法をし続け，苦しさのあまり

Ｄが必死に取り払うまでビニール袋を被せたたままであった。

（被告の主張）

ア Ｄの死亡原因

Ｄの直接死因は「肺梗塞疑い」とされており，死因の確定診断はなされ

ていない。Ｄの症状としては過呼吸の沈静後は腹痛の訴えが最も大きかっ

たのであり，それは典型的な肺塞栓症の症状とは異なっている。

そうであれば，Ｄの死因を肺梗塞（肺塞栓症）と断定して過失の有無を

判定することは非常に危険である。

イ 診断上の過失について

(ア) ６月２５日，被告によるＤのギプスの巻替えが終了した後，Ｄにみ

られた症状は血圧の低下，脈の微弱，冷や汗に加えて呼吸が速くなると

いうものであったが，一貫して意識ははっきりしており，受け答えもで

きていた。またギプスの巻替えの際に，患者が神経的にナーバスになる
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ことは時折見受けられることである。そうしたことから被告はＤの症状

を過呼吸症候群と診断し，ペーパーバック法を用いて過換気の改善を図

ろうとしたものである。Ｄの例のように，アキレス腱断裂後のギプスに

よる保存的治療中に肺塞栓症が併発することがあることを即座に想定し

うる医師は，整形外科専門医といえどもほとんどいない。

そして，被告はペーパーバック法を２，３分続けて様子を見たが，大

きな変化がなかったため，一時中断した。そのすぐ後，Ｄの呼吸は落ち

着いてきて沈静化し，ベッド上に起き上がり，自宅に帰れると返事をす

るまでに回復していた。

(イ) 同日午後６時１０分ころから腹痛を訴え始めた際，被告はＤの腹部

を実際に診察し，下腹部に手術痕が２線存在していることを確認し，夫

である原告Ａに確認し２度の帝王切開の事実を知った。その２度の開腹

手術という既往を踏まえて，腸の癒着による腸閉塞等の急性腹症の可能

性が高いという診断を行ったのである。肺塞栓症では通常腹痛という症

状は認められない上，救急車が到着する前の時点まで，Ｄは肺塞栓症に

みられる症状である胸の苦しさや痛みは訴えていなかった。

(ウ) 以上のとおりであるから，被告がギプス巻替え後にＤの症状を過呼

吸症候群と診断したこと，同日午後６時１０分以降急性腹症と診断した

ことに落ち度はない。

( ) 被告の注意義務違反の有無（血栓発生予防義務違反）2

（原告らの主張）

ア ６月当時の肺塞栓症の予防についての医療水準

(ア) 診療報酬改定に関して

ａ ４月の診療報酬改定で肺塞栓症予防管理料が新設されたところ，こ

のことは，同月以降，肺塞栓症によって重大な障害を生じた場合に，

適切な予防管理が行われていなかった場合には過失責任を問われるこ



7

とを意味する。そして，本件ガイドラインにもその旨記述されている。

ｂ 本件ガイドラインを策定した整形外科疾患における肺塞栓症予防ガ

イドライン委員会（以下「本件ガイドライン委員会」という ）の委員。

長であったＥ医師は，会告を発表した１０月１日の時点ではあるが，

４月に行われた診療報酬改定によって，このことは全医師が知ってい

ることであるから，この時以降は肺塞栓症について，本件ガイドライ

ンに示された傷病については適切な予防管理を講じなければ過失責任

が当然に生じると判断し，本件ガイドライン委員会として見解を発表

している。

(イ) 本件ガイドラインに関して

ａ 「総論１ 本ガイドラインにおいて言及される予防の対象」におい

て 「本ガイドラインは，主に日本人の成人（１８歳以上）の入院患，

者を対象とした肺血栓塞栓症および深部静脈血栓症（静脈血栓塞栓

症）の発症予防を目的に策定されている」ものであって 「具体的に，

は，各種手術の周術期，周産期，外傷や骨折後，内科疾患急性期など

が対象となる 」とあること。

ｂ 「４ 静脈血栓塞栓症の危険因子」において３大誘発因子の一つと

される血流の停滞の原因の１つとして「下肢ギプス包帯固定」をあげ

ていること

ｃ 診療報酬改定は入院中の患者対象のものであっても，それは医療保

険における診療報酬の問題であって，患者に対する注意義務を入通院

で区別する合理的理由とはならないこと

ｄ 本件ガイドライン制定の趣旨からすれば，通院も対象としていると

解釈すべきであること

ｅ これらの事情からすれば，本件ガイドラインの公表後は入院，通院

を問わず，肺塞栓症の予防について医師に一層の注意義務が課せられ



8

ることになったことは明らかである。

(ウ) Ｄが死亡したのは６月２６日であり，本件ガイドラインの指摘して

いる４月より以降のことであって，本件ガイドライン委員会作成の会告

が指摘していることがそのまま当てはまることになることは明らかであ

る。

，なお，その以前からギプス包帯固定の血栓発症の危険性が広く認識

指摘されており，その予防は医療の水準となっていた。その集大成が本

件ガイドラインである。突如として本件ガイドラインが示されたのでは

ない。

(エ) 以上のことからすれば，６月には，本件ガイドラインに記載してあ

るような肺塞栓症の予防は，医療水準となっていたことが明らかである。

イ 血栓発生予防義務違反

本件ガイドラインにおいてギプス包帯固定が強い危険因子とされ，また

被告は，Ｄの年齢や肥満体型であることは十分認識できた。そうであれば，

被告は肺塞栓症の危険性を認識しえたものであり，Ｄへ適切な予防管理，

予防的治療や生活管理について十分な指導や注意喚起をすべきであった。

血栓発生予防には静脈うっ滞の防止が重要であり，ギプス包帯中の患者で

は，静脈うっ滞の防止に，患肢の高挙とともに筋の繰り返される緊張（等

尺性筋収縮）が最も効果的である。

しかるに被告にはこれを怠った過失がある。

（被告の主張）

ア ６月当時の肺塞栓症の予防についての医療水準

通院中のギプス装着患者には１０月に公表された本件ガイドラインは適

用されず，同ガイドラインは医療水準としての意味を有しない。

イ 被告の措置

６月８日，被告はＤにギプスを装着する際，家事等で身体を動かすこと
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を前提として松葉杖を貸与したものであり，安静の指示などしていない。

また，ギプス装着後同月１５日，２２日の診察の際にはギプスに覆われて

いない足の指を観察し，同月２５日の診察の際にもギプス巻替えの際に足

全体の状態を観察し，いずれの時にも感覚障害や循環障害のないことを確

認している。さらに，アキレス腱断裂によるギプス包帯固定の場合，等尺

性運動を促すことは断裂部に疼痛を生ぜしめるため困難である。

以上のとおりであるから，被告には肺塞栓症予防の注意義務に違反する

措置はない。

( ) 被告の注意義務違反の有無（救護義務違反）3

（原告らの主張）

被告はＤに対して適切な救急措置を施すか，それが被告の専門知識では不

可能であれば，少なくとも原告Ａを呼んだ段階（午後６時ころ）で救急医療

の可能な病院への搬送をなすべきであった。

それにもかかわらず，被告はＤの病状を過呼吸症候群と考え，その治療を

なし，なお容態が悪化し続けるのに肺塞栓を疑わずビニール袋をかぶせたま

まで，適切な措置を行わなかった。また，救急車を求める原告Ａの訴えにも

なかなか応じず，何らの救護措置をとらなかった。

したがって，被告には救急義務違反の過失がある。

（被告の主張）

ア Ｄがペーパーバック法を受けていたのは２～３分間程度であるし，Ｄの

過呼吸はその後沈静化し，ベッド上に起き上がれるまでに一旦は回復した

のであって，この点に被告の過失はない。

イ また，以下の経緯からすれば，搬送義務についても被告は十分な措置を

尽くしているというべきである。

Ｄは６月２５日午後６時１０分ころから腹痛を訴えはじめ，腹痛は次第

に強くなっていった。被告は帝王切開の痕等から腸閉塞を中心とした急性
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腹症を疑い，同１２～１３分ころには高次医療施設への搬送が必要である

と判断し，救急救命センターに電話連絡した。そして，同センターの応諾

を得た上で同２２分に救急車の出動を要請し，この搬送依頼の手続の間に

Ｄの不穏状態に対して昇圧剤（ボスミン）及び鎮静剤（セルシン）を投与

した。

( ) 相当因果関係4

（原告らの主張）

被告が上記注意義務を尽くしていれば，Ｄは死に至らなかった。

（被告の主張）

ア 本件においてＤがピルを服用し続けていたという事実は死亡という結果

の発生に重要な影響を与えたと考えられる。

Ｄはピルを服用していたが，同人は被告における問診の際に服用中の薬

について何も記載せず，受付時の確認の際も薬の服用を告げていなかった

のであるから，Ｄのピル服用の事実は，被告は全く知る由がなかった。ピ

ルは肺血栓塞栓症発症の大きなリスク要因であり，加えて肥満（ＢＭＩ３

０以上）の場合のピル投与はリスクが高いことを説明して他の避妊法を考

慮するというのが日本産科婦人科学会によるガイドラインの挙げる留意事

項である。Ｄも身長１５２ｃｍ，体重７３ｋｇという肥満体型であり（Ｂ

ＭＩ３１．６ ，本来ピルは投与されるべきではなかった。被告の知る由も）

ないピル服用が本症例における血栓形成のリスクを増加させ，さらに重症

化させる可能性を有していたのである。

イ 仮に原告が主張する注意義務違反を前提とした場合であっても，Ｄが呼

吸困難を訴えた６月２５日午後５時３０分ころから心肺停止状態となった

午後６時３０分までの間に，Ｄを転送して経皮的人工心肺装置（ＰＣＰ

Ｓ）を装着することは，転送手続，各種検査，装置の準備に要する時間を

考えると，不可能であり，結局は心肺停止を免れることはできなかった。
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そして，心肺停止を起こした肺塞栓症の死亡率は約５０％と高値であるこ

とから，最初の状況で肺塞栓症を疑って直ちに搬送したとしても，救命は

相当に困難であった。

ウ 以上のことからすれば，被告の診療行為とＤの死亡との相当因果関係は

否定される。

( ) 損害5

（原告らの主張）

ア 葬祭費 １５０万円

イ 逸失利益 ４１８５万７２７１円

４０１万３７００円（３９歳女子平均賃金）×１４．８９８（就労可

能期間２８年に対応するライプニッツ係数）×０．７（生活費控除）

ウ 慰謝料 ２５００万円

エ 弁護士費用 ６８０万円（原告Ａ３４０万円，同Ｂ・Ｃ各１７０万円）

オ 合計金 ７５１５万７２７１円

カ Ｄの損害賠償請求権につき，原告Ａはその２分の１，同Ｂ・Ｃは各４分

の１を相続により承継した。

（被告の主張）

損害額について争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点⒧について

( ) Ｄの死亡原因1

ア 前提事実，証拠（甲Ａ１，３，６，７，Ｂ８，乙Ｂ２２）及び弁論の全

趣旨によれば以下の事実が認められ，この認定を覆すに足りる証拠はない。

(ア) 主治医・担当医の判断

ａ 市立病院においては，同病院循環器科のＦ医師が主治医，同病院同

科のＧ医師が担当医としてＤの診療にあたった。
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ｂ Ｇ医師作成の死亡診断書にはＤの直接死因として，肺梗塞疑い，と

され，直接死因の原因は，不詳，とされている。また，市立病院循環

器科入院履歴には，Ｄの入院時診断・退院時診断として，ＣＰＡ（心

肺停止 ，肺塞栓疑いと記載されている。）

ｃ Ｆ医師，Ｇ医師が作成した診療内容説明書には，Ｄに起きた心肺停

止の原因は断定できないが，肺塞栓の可能性がある，ただ，他の疾患

で心肺停止になった可能性もあるとされている。

ｄ Ｆ医師によると，肺梗塞疑いとされたのは次の理由による。

(ａ) 心エコーでＤにはＤｓｉｇｎ（右心室が拡大する（右心室内の

圧が上昇する）ことによって，左心室が中隔側から圧排され，Ｄの

形のように左心室がつぶれて見えること）が認められたことから，

右心室の圧が急激に高くなる病態が疑われた。そして，Ｄの症状が，

急に，過呼吸・低酸素血症からショック・心肺停止となる病態であ

ることからは，肺の血管が詰まり，急激に肺から右心系の高血圧を

招く肺塞栓症（肺梗塞）が疑われた。

(ｂ) 確定診断ではなく疑いにとどまったのは，肺塞栓症（肺梗塞）

の確定診断は①肺血管造影により肺動脈内に造影不良域（血栓閉

鎖）を認めることを証明する，②肺血流シンチグラフィーで集積欠

損域を認める，③剖検で肺動脈本幹（主幹部）内に血栓の存在，肺

組織の壊死像を認める，のいずれかが必要であるところ，Ｄの場合，

市立病院で蘇生後も自発呼吸，意識レベルの回復なく人工心肺補助

下であり，①，②の検査が施行できる全身状態ではなかったこと，

また，③は家族の希望により施行しなかったことから確定診断でき

なかったことによる。

(イ) 各種鑑定意見

ａ 名古屋大学名誉教授Ｈ医師作成の平成１８年９月１２日付け鑑定意
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見書（以下，Ｈ医師作成の平成１８年１２月１日付け鑑定意見書と併

せて「Ｈ鑑定意見」という ）によれば，Ｄの死因としては，肺塞栓が。

もっとも疑わしい，とされている。すなわち，ＰａＣＯ２が低下して

いないこと，発症の経緯（ギプスをはずした直後の発症 ，超音波診断）

でＤｓｉｇｎ（＋）とあり右心不全がみられることから，肺梗塞の疑

いは強いといえる，しかし，確定診断に必要な，ＲＩを用いた肺血流

スキャン，肺動脈造影，死後の病理解剖のいずれも実施されておらず，

確定診断は不可能であるとされている。

ｂ 東北大学病院循環器内科Ｉ医師作成の平成１９年２月５日付け私的

。 ，鑑定書（以下「Ｉ鑑定意見」という ）によれば，Ｄの死因について

臨床症状と心エコーのＤｓｉｇｎからは，肺塞栓症と推定することは

可能であるが，腹痛の存在やトロポニンＴ陽性など，肺塞栓症では通

常認めない事柄も存在することから，胸部ＣＴや，肺動脈造影，もし

くは病理解剖にて診断が確定していない限り，死因を特定することは

できない，とされている。

イ(ア) 以上の認定事実によれば，Ｄの主治医・担当医であるＦ医師・Ｇ医

師が，臨床症状や心エコーに基づいてＤの死因を肺梗塞（肺塞栓）疑い

と診断していること，肺梗塞（肺塞栓）疑いにとどまっているのは確定

診断に必要な各種検査を実施できなかったからに過ぎず，他に何らかの

具体的疾患の可能性が想定されているわけではないこと，各鑑定意見も

概ね確定診断はできないが肺梗塞（肺塞栓）と推定されるというもので

あることの各事実が認められ，これらの事実からすれば，Ｄの死因は肺

梗塞（肺塞栓症）であると推定するのが合理的であり，６月２５日午後

６時ころに見られたＤの症状も同様に肺塞栓症に基づくものであったと

推定するのが合理的である。そして全証拠に照らしてもこの推定を覆す

事情はうかがわれない。
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したがって，Ｄの死亡原因は肺梗塞（肺塞栓症）であり，６月２５日

午後６時ころに見られたＤの症状は肺塞栓症に基づくものであったと認

められる。

( ) 診断上の過失について2

ア 前提事実，証拠（甲Ａ２ないし４，１０，Ｂ１の１ないし４，５ないし

９，乙Ａ１，２，Ｂ１ないし８，１０ないし１５，１９ないし２３，２５，

証人Ｅ，原告Ａ本人，被告本人〔ただし，後記認定と異なる部分を除く ）〕

及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められ，この認定を覆すに足

りる証拠はない。

(ア) 現在の肺塞栓症に関する一般的知見

ａ 肺塞栓症の臨床症状としては，自覚症状として呼吸困難，胸痛，血

痰，冷や汗等，他覚症状としてチアノーゼ（低酸素血症 ，頻呼吸，頻）

脈，低血圧等がみられる。そして，通常腹痛という症状はみられない。

また，ＰａＯ２の低下はもっとも重要な所見であり，ＰａＣＯ２も過

換気のために低下することが多い。

もっとも，いずれも非特異的な症状であって，確定診断のためには

画像診断が極めて重要となる。

ｂ そして，静脈血栓塞栓症の危険因子として，下肢ギプス包帯固定，

肥満，ピルの服用等が挙げられる。

(イ) ６月当時の肺塞栓症に関する一般的知見に関して

ａ 平成１１年３月１日発行の「ホーム・メディカ家庭医学館」に肺塞

栓症についての解説が掲載されており，症状として突然の呼吸困難，

胸の痛み，血液のまじったたん，胸部の不快感等が記載されている。

また，肺塞栓症の原因に関して，下肢（脚）の静脈にできた血栓が，

肺まで運ばれて肺動脈をつまらせるものが最も多いこと，一週間以上

ベッドの上で安静にしていたとか，長時間座ったままでいた場合，圧
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迫されて下肢の血流の流れが悪くなり血栓ができやすくなることが記

載されている。

ｂ 肥満体型であることは，古くから肺塞栓症の危険因子とされていた。

ｃ ピルが血栓発生のリスクを増大させることは古くから最大の問題点

とされており，平成１２年７月発刊の「日産婦誌」５２巻７号や平成

１６年５月発刊の「臨婦産」５８巻５号に同趣旨の内容が記載されて

いる。

ｄ 「麻酔」２００１年３月号に，駆血帯解除時に発生した重症肺梗塞

症の１症例が紹介されている。考察として，今回は軟部組織に対する

手術であったこと，駆血時間が約３０分と短かったこと，術前に肺梗

塞を疑わせる既往があったこと，術前に下肢をギプスで固定されてい

たこと，患者の年齢，性別，体型などを総合すると，深部静脈血栓は

術前にすでに形成されていた可能性が高いとの趣旨の内容が記載され

ている。

ｅ 「Ｔｈｅｒａｐｅｕｔｉｃ Ｒｅｓｅａｒｃｈ」ｖｏｌ．２４ ｎ

ｏ．４ ２００３に，急性型から慢性肺血栓塞栓症性肺高血圧症に移

行した１例が紹介されている。患者は，平成１３年３月，左アキレス

腱断裂のため２ヶ月間ギプス固定をした。この間一時左足の腫脹・疼

痛がみられ，呼吸困難もあった。そして，平成１４年２月１４日に，

肺血栓塞栓症と診断された。

ｆ 「整形・災害外科」２００３年５月号に，アキレス腱断裂後の保存

的治療中に肺塞栓症を発症した２例が紹介されている。１つは，平成

１３年７月２１日に左アキレス腱を断裂し，膝下ギプス固定をしたが，

同年８月８日になって，胸痛，一時的な失神がみられ，その７日後に

再度胸痛が出現したというものであり，ＣＴ検査の結果，肺塞栓症と

診断された。もう１つは，平成１４年３月６日に左アキレス腱を断裂
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し，膝上ギプス固定をしたが，その後３回息苦しくなったことがあり，

同年３月１９日になって，動悸，呼吸困難，一時的な意識障害を起こ

したというものであり，ＣＴ検査の結果，肺塞栓症と診断された。

ｇ １９９９年から宮城県肺血管疾患対策協議会において，宮城県にお

ける肺塞栓症の発生状況を調査している。２００４年に発行された上

記調査結果によると，肺塞栓症の誘因と深部静脈血栓の陽性率は，肥

満（ＢＭＩ＞２４）は５５．６％，交通事故後，アキレス腱断裂は１

０．０％であった。

ｈ 東北大学整形外科准教授Ｊ作成の「ギプス固定（主にアキレス腱断

裂）と肺梗塞発症についての医療水準に関する仙台市基幹病院への調

査」と題するアンケート結果は以下のとおりである。

(ａ) 質問１に関して

本件ガイドライン公表以前にアキレス腱断裂でギプス固定をした

外来通院患者が経過中に肺塞栓のような重篤な血栓症を発症した経

験はあるか。

回答

Ｗ病院Ｋ医師

：ない。

Ｘ病院Ｌ医師

：ない。

Ｙ病院Ｍ医師

：ない。

Ｚ病院Ｎ医師

：ない。

(ｂ) 質問２に関して

本件ガイドライン公表以前に所属学会等でギプス固定に合併して
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起こる血栓症についての注意喚起等を目にしたことはあるか。

回答

Ｋ医師 ：ない

Ｌ医師 ：ない

Ｍ医師 ：平成１６年６月３０日付けで本件ガイドライン作成

委員会が発行したガイドラインをみた。

Ｎ医師：ない

(ｃ) 質問３に関して

本件ガイドライン公表以前に外来通院患者のギプス固定に際して

深部静脈血栓について何らかの予防法（説明を含む）を講じていた

か，それはどのような予防法か。

回答

Ｋ医師 ：講じていた。できるだけ四肢を動かすこと。

Ｌ医師 ：講じていなかった。

Ｍ医師 ：講じていなかった。

Ｎ医師 ：講じていなかった。

(ｄ) 質問４に関して

本件ガイドライン公表以前にＢＭＩ３０以上の肥満患者に下肢ギ

プスを施行する際に特に何らかの血栓予防策を特に意識したことは

あるか。

回答

Ｋ医師 ：なかった。

Ｌ医師 ：なかった。

Ｍ医師 ：ほとんどなかった。

Ｎ医師：ほとんどなかった。

ｉ 本件ガイドラインには，下肢ギプス包帯固定後の，静脈造影により
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診断される深部静脈血栓症の発生率は約４～３０％と報告され，強い

静脈血栓塞栓症の危険因子となる旨が記載されている。そして，下肢

手術の肺塞栓症のリスクレベルは中リスクとされ，下肢ギプス包帯固

定は，強い付加的な危険因子，肥満，エストロゲン治療は弱い付加的

な危険因子とされている。そして，強い付加的な危険因子を持つ場合，

もしくは弱い付加的な危険因子であっても複数個重なった場合には，

これらを加味して総合的なリスクレベルを決定するとされている。推

奨される予防策としては，中リスクの場合には，弾性ストッキングあ

るいは間欠的空気圧迫法，高リスクの場合には間欠的空気圧迫法ある

いは低用量未分画ヘパリンが挙げられている。

本件ガイドラインが公表されたのは１０月２５日である。また，本

件ガイドラインの作成は平成１５年１１月ころから始まったが，その

作成経過について医学雑誌等に掲載されたことはなく，整形外科の一

般開業医は内容について知ることはできなかった。

(ウ) 過換気症候群に関する一般的知見について

過換気症候群の臨床症状としては，呼吸困難，頻呼吸，過剰換気，動

悸，頻脈，胸痛，めまい，頭痛，手足のしびれなどが挙げられる。そし

て，過換気症候群の原因としてはストレスや不安が挙げられる。女性が

男性の約２倍の発症率を示す。もっとも，過換気症候群の症状は３０～

６０分で自然と軽快するのが通常である。

(エ) Ｄの症状経過等

ａ Ｄは身長１５２ｃｍ，体重７３ｋｇでＢＭＩ（身体質量指数）３１．

６の肥満体型であった。そして，被告は当該事実を６月２５日当時認

識していた。

ｂ Ｄは６月当時，ピル内服中であった。しかし，Ｄは被告に対してそ

の旨伝えていなかった。
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ｃ ６月１５日，被告がＤの足を診察したところ，ギプスによる循環障

害等の特別な所見は見られなかった。

ｄ ６月２５日午後５時１５分から同３０分にかけて，ギプスを巻替え

た。当該ギプスは同月８日から１８日間まいていたものであった。巻

替えは，電動カッターによってギプスをカットして外した上で新しい

ギプスを巻く等の手順を踏んで行った。ギプス巻替え後の同３５分こ

ろ，Ｄには冷や汗，脈微弱，頻呼吸の症状が見られ，血圧が７０～８

０程度であった。この時点でＤの意識ははっきりしており，ショック

状態までは至っていなかった。この時点で，被告は脳貧血を疑った。

ｅ その後，非常に呼吸が速くなり過換気となった。被告は，Ｄの症状

から，ギプスカットの際の緊張やストレスを原因として，Ｄが過換気

症候群となったものと考え，過換気症候群の一般的治療法であるペー

パーバック法としてポリ袋をかぶせた。被告はこのポリ袋を２，３分

かぶせて様子を見たが，症状が改善する様子はなかったので取り除い

た。

ｆ 同日午後６時過ぎころ，Ｄの症状が一旦改善した。しかし，このこ

ろから，Ｄには胸部の重苦しさが出現し，被告もこれを認識した。

この点被告はＤに胸痛が見られるようになったのは，午後６時２７

分の救急車到着後である旨主張するが，被告からの連絡に基づいて作

成された救急カード，市立病院のカルテの現病歴欄等に午後６時ころ

に胸痛や胸部の重苦しさが見られたという趣旨の記載があることから

すれば，上記のとおり認定するのが合理的である。

ｇ 同１０分ころ，Ｄは胸部の重苦しさに加えてひどい腹部痛を訴える

ようになった。この時以降のＤの主症状は腹痛であった。そこで被告

が腹部を診察したところ，臍から恥骨上部にかけての２度の帝王切開

による大きな手術痕があった。
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ｈ 同１２分から１３分ころ，Ｄの最高血圧は７０程度となり，腹痛の

訴えがさらに激しくなった。そこで被告は，Ｄには２回の開腹手術の

経験があることから腸閉塞等の急性腹症を疑った。そして，早急に救

急病院への搬送を要すると判断し，救急救命センターに電話連絡をし

て，受付の看護師及び医師に対して一通りの病状を説明した。電話を

掛けながら，Ｄの不穏状態に対して鎮静剤，血圧低下に対して昇圧剤

を看護師に指示して皮下注射した。このころから救急車が到着する直

前まで，Ｄは苦しみもがいて暴れていた。

ｉ 同２２分，被告が救急車の出動を要請した。医療機関から高次医療

機関へ患者を搬送する場合には，まずは相手方病院へ連絡して病状を

説明し，受入れの可否を確認した上で救急車の出動を要請するという

のが一般的な手順である。

ｊ 同２７分ころ，被告医院に救急車が到着したところ，Ｄは意識を失

い，心肺停止となった。

(オ) 各種鑑定意見

ａ Ｈ鑑定意見

(ａ) 下肢ギプス包帯固定が肺塞栓症の危険因子とされていること，

ＤがＢＭＩ３０を超えた肥満体であったこと，急激な呼吸困難の症

状からは，まず肺塞栓を疑うべきであった。

(ｂ) 肺塞栓症には特徴的な特定の症状がみられないことから，初期

の段階で過呼吸症候群との誤認は避けられない。もっとも，下肢ギ

プスに巻替え後，具合悪いと訴えベッドに横臥，冷や汗（＋ ，脉微）

弱，血圧７０～，次第に呼吸早くなる，の状況からは，早期より過

呼吸症候群以外のもの，特に肺塞栓を考慮すべき状況にあった。

他の症状が先行して，次第に過呼吸が出現したとすれば，過呼吸

が先行する過換気症候群以外の器質的過呼吸（心疾患，呼吸器疾患



21

などに伴う）をまず疑うべきである。また，ギプス包帯除去直後の

過呼吸との条件を考えれば，疑うべきは過換気症候群と血栓塞栓症

に限られ，器質的過呼吸は血栓塞栓症に伴うもののみとなる。

(ｃ) ゴミ回収袋をかぶせて２分間観察したが変化がみとめられなか

ったとすれば過換気症候群の可能性は少なく，遅くともこの時点で

は他の疾患を疑うべきである。

ｂ Ｉ鑑定意見

(ａ) 急速に発症する呼吸困難としては，呼吸器疾患として①気管支

喘息発作，②自然気胸，③肺塞栓症，④気道異物，⑤慢性呼吸不全

患者の急性増悪，⑥急性間質性肺炎があり，循環器疾患として，心

筋梗塞，その他左心系の疾患で急性左心不全をきたし，呼吸困難を

発症することがあり，心因性疾患として，過換気症候群があり，呼

吸器外来では比較的頻度の高い疾患で，若い女性に多く見られる。

，(ｂ) 本ケースにおいて，被告はまず頻度の高い過換気症候群を考え

これに対する治療としてペーパーバック法を行っている。これは診断

，的治療と呼ばれており，日常診療でしばしば用いられる方法であり

逸脱した処置とはいえない。

(ｃ) もっとも，効果が見られないときは別の疾患を考えなければなら

ないところ，被告は引き続き生じる腹痛に対し，何らかの急性腹部疾

患を考え，全身状態が急速に悪くなっていることから，他の救急病院

へ連絡をとっている。肺塞栓症では通常腹痛という症状は認めず，急

性腹症を疑ったとしても何ら不当性はない。

イ(ア) 上記認定事実に基づいて，まず６月２５日時点で被告医院に要求さ

れた肺塞栓症に関する医療水準を検討するに，平成１１年発刊の家庭医

学の本に肺塞栓症の臨床症状等について記載されていること，肥満体型

やピルが古くから危険因子とされていたことからすれば，肺塞栓症の臨
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床症状が，自覚症状としては呼吸困難，胸痛，冷や汗等，他覚症状とし

てはチアノーゼ，頻呼吸，頻脈，低血圧等であること，肥満やピルの服

用が肺塞栓症の危険因子であること，肺塞栓症の原因としては，下肢

（脚）の静脈にできた血栓が，肺まで運ばれて肺動脈をつまらせるもの

が最も多く，一週間以上ベッドの上で安静にしていたとか，長時間座っ

たままでいた場合，圧迫されて下肢の血流の流れが悪くなり血栓ができ

やすくなること等の肺塞栓症の臨床症状・危険因子・原因についての知

見は当時においても医師の一般的知見であったというべきであり，当該

知見を前提に診療にあたることが被告医院において要求された医療水準

であったというべきである。

(イ) しかし，以下に述べることからすれば，下肢ギプス包帯固定が肺塞

栓症の危険因子であるという知見を前提に診療にあたることが被告医院

において要求された医療水準であったということは困難である。

ａ 上記認定事実によれば，６月２５日以前にギプス固定後に肺塞栓症

となった例がいくつか医学雑誌において紹介されていたことは認めら

れるものの，そのほかギプス固定が肺塞栓症の危険因子である旨がガ

イドラインや一般の医学基本書等において公表されていたことを認め

るに足りる事情はない。

ｂ そうであれば，ギプス固定が肺塞栓症の危険因子であるという知見

は，６月２５日当時には新しい知見であったというべきであり，被告

においてかかる新しい知見を前提に診断・治療に当たることが医療水

準であったというためには，少なくとも被告医院と同規模以上の医療

機関においてギプス固定が肺塞栓症の危険因子である旨の知見が共有

されている必要があるというべきである。ところが，前記認定のとお

り，当時においては，仙台の基幹４病院の整形外科責任者においてす

ら，ギプス固定が肺塞栓症の危険因子である旨の知見が十分には共有
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されていなかったことがうかがわれるのであるから，被告のような一

般開業医において上記知見を前提に診療にあたるべきであったという

ことはできない。

ｃ そうであれば，被告においてギプス固定が肺塞栓症の危険因子であ

ると認識した上で診療にあたることが医療水準であったということは

できない。

(ウ) そこで以上に検討した医療水準を前提に，被告がＤの症状を肺塞栓

症であると診断すべきであったか，もしくはその疑いを持つべきであっ

たか検討する。

ａ まずは，被告がＤを過呼吸症候群であると診断しペーパーバック法

を実施した時点（午後６時ころ）について検討する。

(ａ) 前記認定事実によれば，Ｄには，冷や汗，脈微弱，頻呼吸，次

第に過呼吸，血圧が７０～８０程度であるという肺塞栓症の臨床症

状が認められ，肥満体型という肺塞栓症の危険因子があったことも

認められる。

(ｂ) もっとも，肥満体型は，肺塞栓症の特異的な要因ということは

できない上，上記Ｄに見られた臨床症状も肺塞栓症に特異的なもの

ということはできない。そして，当時，ギプス包帯固定が肺塞栓症

の危険要因であることは被告医院に要求される医療水準ではなかっ

たのであるし，もう一つの危険因子であるピル服用についても，被

告はＤがピルを服用していたことを認識していなかったのである。

以上によれば，被告がＤの肺塞栓症に関して認識していた事実は，

上記の非特異的な臨床症状や危険因子に過ぎなかったものである。

そうであれば，被告が午後６時ころ，Ｄの頻呼吸，過換気の症状，

及び，ギプス巻替えというストレス要因から，Ｄは過呼吸症候群に

なったと考えたことについては，過換気症候群がストレスを原因と



24

するものであること，Ｄには頻呼吸，過剰換気という過換気症候群

の臨床症状が見られていたこと，女性は男性に比べて過換気症候群

の発症率が高いことからすれば，過換気症候群を疑ったこともやむ

を得ないというべきである。したがって，被告が上記事実を認識し

ていたことをもって，肺塞栓症を疑うべきであったと評価すること

は困難である。Ｈ鑑定意見も肺塞栓症には特徴的な特定の症状がみ

られないことから，初期の段階で過呼吸症候群との誤認は避けられ

ない旨述べている。

(ｃ) 以上に検討したところによれば，被告が午後６時ころにＤが過

呼吸症候群であると考え，肺塞栓症の疑いを持たなかったことはや

むを得ないものであったというべきである。

ｂ 次に，ペーパーバック法を実施した後の時点（午後６時１０分以

降）について検討する。

(ａ) 前記認定事実に基づいて検討するに，午後６時過ぎに実施した

ペーパーバック法の効果は薄く，Ｄが過呼吸症候群である可能性は

低下していたのであるから，各鑑定意見にあるように，午後６時１

０分ころには他の症状を疑うべきであった。その上，Ｄにはそれ以

前に見られた肺塞栓症の症状に加えて，同じく肺塞栓症の症状であ

る胸部の重苦しさが出現しているのであるから，被告は午後６時１

０分の時点においては肺塞栓症を疑うべきであったようにも思われ

る。

(ｂ) しかし，Ｄには胸痛のすぐ後に激しい腹痛が生じているところ，

腹痛が生じてからは，Ｄの主症状は腹痛であり，胸痛等の他の症状

を訴えていたことをうかがわせる事情は見あたらない。このように

Ｄの主症状は腹痛であり，Ｄには２回の開腹手術の経験があること

が判明した状況においては，腹痛という症状が通常肺塞栓症には見
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られない症状であること，Ｄに見られた胸痛は腹痛に比べれば軽い

症状であったとうかがわれること，午後６時１０分以前に見られた

Ｄの肺塞栓症の症状は非特異的なものであること等の事情を考慮す

れば，被告がＤは腸閉塞等の急性腹炎を起こしたものであると考え

て，肺塞栓症であるとの疑いを抱かなかったこともやむを得ない面

があったというべきである。Ｉ鑑定書も，肺塞栓症では通常腹痛と

いう症状は認めず，急性腹症を疑ったとしても何ら不当性はないと

している。Ｈ鑑定意見は，遅くともこの時点においては肺塞栓症を

疑うべきであったとするが，Ｈ鑑定意見はギプス固定が肺塞栓症の

危険因子であるという医学的知見に基づいて判断しているところ，

当裁判所は当該知見は当時の医療水準とは認められないことを前提

に検討しており，Ｈ鑑定意見と異なる結論となることも必ずしも不

合理ということはできない。

(ｃ) 以上に検討したところによれば，被告が午後６時１０分以降に，

Ｄの激しい腹痛の症状や過去の治療歴から急性腹炎を疑い，肺塞栓

症の疑いを持たなかったことはやむを得ないものであったというべ

きである。

ｃ したがって，被告が午後６時以降の時点において，Ｄが肺塞栓症で

あると診断もしくは疑うべきであったということはできず，この点に

関する原告の主張は理由がない。

２ 争点( )について2

( ) 前提事実，証拠（乙Ｂ２）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認1

められ，この認定を覆すに足りる証拠はない。

ア ４月の診療報酬改定によって，肺塞栓症予防管理料が新設された。同管

理料は，病院又は診療所に入院中の患者であって肺塞栓症を発症する危険

性が高いものに対して，肺塞栓症の予防を目的として，必要な機器又は材
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料を用いて計画的な医学管理を行った場合に算定されるものであって，そ

の対象は入院中の患者に限定されている。

イ 本件ガイドラインには，深部静脈血栓症／肺塞栓症の予防管理が診療報

酬に明記されたことは，今後，本症発症によって重大な障害を生じた場合

に，適切な予防管理が行われていたかどうかが問われる旨記載されている。

ウ 本件ガイドラインには，５．静脈血栓塞栓症の予防法として理学的予防

法（早期離床および積極的な運動，弾性ストッキング，間欠的空気圧迫

法）や薬物的予防法（低用量未分画ヘパリン，用量調節未分画ヘパリン，

用量調節ワルファリン）が記載されており，これらの予防法は入院中の患

者のみに効果があるというものではない。

エ 本件ガイドラインは，肺塞栓症を周術期合併症と捉えた上で，入院中の

患者を対象として規定されたものである。

( )ア 前記１( )ア，( )ア認定事実及び上記認定事実に基づいて，本件ガイ2 1 2

ドライン記載の肺塞栓症の予防策が，６月当時，医療水準となっていたか

否かについて検討するに，４月の診療報酬改定で肺塞栓症予防管理料が新

設されたことによって，入院中の患者に対しては，肺塞栓症について適切

な予防管理をとることが医療水準とされたことは認められるものの，同管

理料は入院中の患者以外は対象としていないのであるから，同管理料が新

設されたからといって，通院中の患者について肺塞栓症の予防管理をとる

ことが医療水準となったということはできない。

イ また，本件ガイドラインには静脈血栓塞栓症の予防法が記載されている

ところ，静脈血栓塞栓症の危険性は入院中の患者のみならず，ギプス装着

等の危険因子を持つ通院患者にもあり，本件ガイドライン記載の予防法は

通院患者に対しても効果のあるものであるから，本件ガイドラインの制定

によって，肺塞栓症の危険因子を持つ通院患者に対しても静脈血栓塞栓症

の予防法をとることが医療水準となったという余地はある。しかし，本件
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ガイドラインは１０月に公表されたものであり，それ以前に整形外科の一

般開業医が内容を知ることはできなかったのであるから，６月当時におい

ては本件ガイドラインを根拠に医療水準を検討することはできない。

ウ そして，前記認定のとおり，本件ガイドラインが公表された１０月以前

には，仙台の基幹４病院のうち３病院が通院患者に対して静脈血栓塞栓症

について何らの予防法を講じていなかったのであり，１病院においても，

四肢をできるだけ動かすことという予防法が講じられていたのみであるこ

とからすれば，被告のような一般開業医において静脈血栓塞栓症の予防を

とることが医療水準であったと評価するのは困難である。

エ これらの事情からすれば，本件当時において通院患者に対して静脈血栓

塞栓症の予防措置を採ることが被告における医療水準であったということ

はできず，そのほかこの認定を覆すに足りる事情はうかがわれないのであ

るから，被告に通院患者に対して静脈血栓塞栓症の予防措置をとるべき義

務があるとは認められない。したがって，この点に関する原告の主張は理

由がない。

３ 争点( )について3

( ) 前記１( )ア，( )ア，２( )認定事実に基づいて検討するに，前記１( )1 1 2 1 2

イで検討したとおり，被告がＤの症状から過換気症候群を疑ったことについ

てはやむを得なかったというべきであるから，その治療法であるペーパーバ

ック法を試してみることも不適切なものであったということはできない。Ｉ

鑑定意見も診断的治療として同趣旨の意見を述べている。

また，同日午後６時１０分以降，Ｄに激しい腹痛が見られてからは，被告

は早急に救急病院への搬送を要すると判断し，同１２，１３分ころ，救急救

命センターに電話連絡をして病状を説明した上で，同２２分，救急車の出動

を要請しているところ，医療機関から高次医療機関へ患者を搬送する場合に

は，まずは相手方病院へ連絡して病状を説明し，受入れの可否を確認した上
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で救急車の出動を要請するのが一般的な手続であるから，上記被告のとった

措置は適切なものであったというべきである。被告は，Ｄには急性腹症の疑

いがあるとして上記措置をとったのであり，肺塞栓症であると疑って上記措

置をとったわけではないが，この診断がやむを得ないものであったことは１

( )イ(ウ)ｂで検討したとおりである。2

( ) 以上のとおりであるから，被告のとった措置は救護義務違反と評価され2

るべきものではなく，この点に関する原告の主張は理由がない。

４ 以上によれば，その余の点を判断するまでもなく，原告らの請求はいずれも

理由がないから棄却することとし，訴訟費用の負担について民事訴訟法６１条

を適用して，主文のとおり判決する。

仙台地方裁判所第１民事部

裁判長裁判官 潮 見 直 之

裁判官 近 藤 幸 康

裁判官 髙 橋 幸 大
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